別紙３
移住者起業支援事業　事業計画書

１　事業実施主体の概要
	(1)氏名
（法人の場合は法人名及び代表者名（職・氏名））
	

	(2)住所
（法人の場合は主たる事務所の所在地）
	

	(3)電話番号
	

	(4)担当者名（法人の場合）
	

	(5)事業実施区域への転入日
（法人の場合は代表者の
転入日）
	年　　月　　日



２　事業計画
	(1)移住促進特別区域の名称
	

	(2)本事業に係る既存の建築物の所在地
（番地まで記載）
	(申請者住所と同一の場合、記載不要)

	(3)起業の目的及び内容
	（業種及び本事業を活用して何をしようとしているのかを100字以内で簡潔に記入）




	(4)事業実施期間
	　年　月　日～　　　年　月　日

	(5)開業予定日
	　年　月　日

	(6)起業の市場性等
	（ニーズ）


	
	（提供するサービスの魅力）


	
	（顧客ターゲット）



３　事業費内訳
	内　容
	数　量
	単　価（円）
	金　額（円）

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	総事業費
	

	
	府補助額（千円未満切捨て）
	

	
	市町村補助額
	

	
	その他
	




４　経営計画及び資金計画
	経営計画
	項　目
	1年目
(  年度)
	2年目
(  年度)
	3年目
(  年度)
	4年目
(  年度)
	5年目(  年度)

	
	利用者数
又は生産量等
（具体的に記載）
	
	
	
	
	

	
	売上高（千円）
	
	
	
	
	

	施設整備に係る資金計画
	区　分
	金　額（円）
	摘　要

	
	府補助金
	
	

	
	市町村補助金
	
	

	
	自己資金
	
	

	
	（うち借入金）
	（　　　　　　）
	調達先：

	
	合計
	
	




５　開業までのスケジュール
	項　目
	　　年
	　　年

	
	4月
	5月
	6月
	7月
	8月
	9月
	10月
	11月
	12月
	1月
	2月
	3月

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


　※スケジュールに応じて、適宜月の欄を追加・削除して記載すること。

６　添付書類
（１）定款（法人の場合）
（２）経営状況に関する資料
法人：登記事項証明書、確定申告書の写し（受付印のあるもの）
個人：確定申告書の写し（受付印のあるもの直近１期分）
（３）位置図
（４）計画図面（工事予定箇所及び工事内容を明記すること）
（５）見積書
（６）整備場所の現況写真
（７）整備する施設、土地の所有者が事業実施主体と異なる場合は所有者との賃貸借契約書の写し
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